
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

187,192,804 1,372,952 188,565,756 3.9 177,126,951 6.5

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,635,000 1,635,000 0.0 1,550,000 5.5

国 民 健 康 保 険 41,810,000 41,810,000 0.0 41,363,000 1.1

後 期 高 齢 者 医 療 5,931,000 5,931,000 0.0 5,291,000 12.1

公 園 墓 地 281,000 281,000 0.0 300,000 △ 6.3

卸 売 市 場 710,000 710,000 0.0 600,000 18.3

母子父子寡婦福祉資金 22,000 22,000 0.0 28,000 △ 21.4

介 護 保 険 37,870,000 899,716 38,769,716 2.4 38,959,441 △ 0.5

公設合併処理浄化槽事業 441,000 441,000 0.0 399,000 10.5

宅 地 造 成 事 業 536,000 536,000 0.0 761,000 △ 29.6

公 債 管 理 18,331,000 18,331,000 0.0 17,862,000 2.6

小 計 107,567,000 899,716 108,466,716 0.8 107,113,441 1.3

水 道 事 業 13,940,000 13,940,000 0.0 13,607,000 2.4

工 業 用 水 道 事 業 27,000 27,000 0.0 25,000 8.0

公 共 下 水 道 事 業 22,785,000 22,785,000 0.0 22,512,000 1.2

農 業 集 落 排 水 事 業 1,059,000 1,059,000 0.0 1,060,000 △ 0.1

田 野 病 院 事 業 958,000 958,000 0.0 883,000 8.5

小 計 38,769,000 0 38,769,000 0.0 38,087,000 1.8

333,528,804 2,272,668 335,801,472 2.4 322,327,392 4.2

令和５年度９月補正予算案概要
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 56,594,000 56,594,000 30.2 30.0 

15 地 方 譲 与 税 1,675,000 1,675,000 0.9 0.9 

20 利 子 割 交 付 金 8,000 8,000 0.0 0.0 

21 配 当 割 交 付 金 228,000 228,000 0.1 0.1 

22 株式等譲渡所得割交付金 82,000 82,000 0.0 0.0 

23 法 人 事 業 税 交 付 金 871,000 871,000 0.5 0.5 

24 地 方 消 費 税 交 付 金 11,570,000 11,570,000 6.2 6.1 

25 ゴルフ場利用税交付金 197,000 197,000 0.1 0.1 

31 環 境 性 能 割 交 付 金 43,000 43,000 0.0 0.0 

33 地 方 特 例 交 付 金 430,000 430,000 0.2 0.2 

35 地 方 交 付 税 22,457,000 22,457,000 12.0 11.9 

40 交通安全対策特別交付金 82,000 82,000 0.1 0.1 

45 分 担 金 及 び 負 担 金 1,510,318 900 1,511,218 0.8 0.8 

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,981,882 1,981,882 1.1 1.1 

55 国 庫 支 出 金 42,859,656 778,563 43,638,219 22.9 23.2 

60 県 支 出 金 15,715,268 189,272 15,904,540 8.4 8.4 

65 財 産 収 入 495,648 495,648 0.3 0.3 

70 寄 附 金 7,006,191 7,006,191 3.7 3.7 

75 繰 入 金 7,837,212 4,258 7,841,470 4.2 4.2 

80 繰 越 金 923,822 260,924 1,184,746 0.5 0.6 

85 諸 収 入 2,505,707 5,535 2,511,242 1.3 1.3 

90 市 債 12,120,100 133,500 12,253,600 6.5 6.5 

計 187,192,804 1,372,952 188,565,756 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 724,324 724,324 0.4 0.4 

15 総 務 費 22,425,249 71,004 22,496,253 12.0 11.9 

20 民 生 費 85,701,587 804,735 86,506,322 45.8 45.9 

25 衛 生 費 18,836,031 292,115 19,128,146 10.1 10.1 

30 労 働 費 117,249 117,249 0.1 0.1 

35 農 林 水 産 業 費 4,644,335 49,337 4,693,672 2.5 2.5 

40 商 工 費 3,439,147 47,650 3,486,797 1.8 1.8 

45 土 木 費 15,049,028 4,160 15,053,188 8.0 8.0 

50 消 防 費 4,313,914 1,375 4,315,289 2.3 2.3 

55 教 育 費 14,254,445 74,576 14,329,021 7.6 7.6 

60 災 害 復 旧 費 245,900 28,000 273,900 0.1 0.1 

65 公 債 費 17,341,594 17,341,594 9.2 9.2 

70 諸 支 出 金 1 1 0.0 0.0 

75 予 備 費 100,000 100,000 0.1 0.1 

計 187,192,804 1,372,952 188,565,756 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

新庁舎コンストラクション
マネジメント事業

〔新庁舎整備課〕
過誤納返納金

〔納税管理課〕
社会福祉施設等施設整備補助
事業

〔障がい福祉課〕
地域介護福祉空間整備等施設
整備事業（施設福祉サービス
事業分）

〔地域包括ケア推進課〕
地域介護福祉空間整備等施設
整備事業（介護サービス事業
所等分）

〔介護保険課〕
特定施設入居者生活介護事業
所整備等補助事業

〔介護保険課〕
児童館・児童センター施設空
調機整備事業

〔子育て支援課〕
子どもの冒険遊び場（プレー
パーク）普及モデル事業

〔子育て支援課〕

総務

8,300

○ 基本設計から実施設計までにおける設計の最適化やコスト
管理などの業務を専門性の高いコンストラクションマネジ
メント事業者に委託します。今年度は、基本設計の事業者
選定支援業務を実施します。

45,000

○ 市税の過誤納による還付金が、当初の見込額を上回るた
め、所要額を増額します。

※補正前　210,000千円　⇒　補正後　255,000千円

34,800
国
(2/3)
市債

○ 国の内示に伴うもの
障がい者が地域で安心して自立した生活が営めるよう、地
域における居住の場としての共同生活援助(グループホー
ム)の充実を図るため、当該施設を整備する事業者に対し、
整備費の一部を助成します。

※補助額：対象経費の3/4(上限34,800千円)

14,850
国
(10/10)

○ 国の内示に伴うもの
高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、小規模ケ
アハウスの事業者に対し、浴室の改修等に要する費用の一
部を助成します。

認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業
＜対象施設＞
・小規模ケアハウス　1施設

＜補助額＞
・対象経費の10/10

40,817
国
(2/3)
市債

○ 国の内示に伴うもの
高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、事業者に
対し、整備に係る費用の一部を助成します。

高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業
＜対象施設＞
・介護老人福祉施設　2施設
・介護老人保健施設　1施設

＜補助額＞
・対象経費の3/4

91,400
県
(10/10)

○ 県の内示に伴うもの
有料老人ホーム等の運営の安定や質の向上を図るため、特
定施設入居者生活介護事業所の整備を行う事業者に対し、
整備費用の一部を助成します。

＜補助額＞
・1施設当たりの補助額　定員数×914千円以内
・補助対象施設の定員数上限　100名
※定員数29名以下は市が申請窓口、30名以上は県が
　申請窓口となる。

29,460
国
(1/3)
市債

○ 国の内示に伴うもの
かのう児童センターの空調機が機器の耐用年数を超え不具
合を起こしているため、機器の更新を行います。

※補正前　5,000千円　⇒　補正後　34,460千円

1,347
国
(10/10)

○ 国の内示に伴うもの
プレーパークの取組を各地域に広げるため、講演会やワー
クショップを開催するとともに、モデル地域で体験会を開
催します。

民生

(単位：千円)

国(2/3) 市(1/3)

創設
共同生活援助

(日中サービス支援型)
52,952 34,800 23,200 11,600

対象
事業

サービスの種別
対象
経費

補助額
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

子どもの未来応援活動支援事
業

〔子育て支援課〕
児童相談所設置検討事業

〔子ども家庭支援課〕
病児保育利用サポート事業

〔保育幼稚園課〕
不妊治療支援事業

〔親子保健課〕
不妊検査費助成事業

〔親子保健課〕
子宮頸がん予防（ＨＰＶ）ワ
クチン接種推進モデル事業

〔親子保健課〕
宮崎市保健所・中央保健セン
ター施設等改修事業

〔保健医療課〕
「キャンパス出張」子宮頸が
ん検診事業

〔健康支援課〕
新型コロナウイルス感染症
集中的検査実施事業

〔健康支援課〕

民生

100
繰入金
(10/10)

○ 子どもの貧困対策や居場所づくりの活動に取り組む団体に
対する補助金の交付額が当初の見込みを上回るため、所要
額を増額します。

※補正前　5,700千円　⇒　補正後　5,800千円

1,100

○ 子どもや家庭に寄り添う総合的な支援体制の構築に向け、
児童相談所や一時保護所の設置を含めた児童福祉拠点に必
要な機能のあり方等について検討するため、先進地を視察
するとともに、専門家等による検討委員会を開催します。

4,800
県
(1/2)

○ 県の内示に伴うもの
病児保育を利用する児童の保護者の経済的な負担軽減を図
るため、病児保育利用料を助成します。

＜対象者＞
　病児保育を利用する市内の小学6年生までの児童

＜助成額＞
　1人につき、1回当たり上限2,000円

70,078
県
(10/10)

○ 県の内示に伴うもの
不妊に悩む夫婦に対して、子どもを安心して産み育てるこ
とができる環境づくりを推進するため、治療費を助成しま
す。

＜助成上限額＞
　特定不妊治療(自己負担額)
　　ステージＡ・Ｂ・Ｄ・Ｅ： 9万円
　　ステージＣ・Ｆ　　　　： 3万円
　特定不妊治療(先進医療)　：10万円

※補正前　2,000千円　⇒　補正後　72,078千円

8,255
県
(1/2)

○ 不妊検査費助成の申請件数が当初の見込みを上回ったた
め、所要額を増額します。

※補正前　1,500千円　⇒　補正後　9,755千円

5,296 繰入金

○ かかりつけ医等を持たない大学生に対し、ワクチンの接種
機会を提供するため、宮崎大学において集団接種を行いま
す。

84,913 市債

○ 本施設は開設から24年経過し、老朽化が進んでいることか
ら、施設設備の機能維持、長寿命化を図るため、エレベー
ターの更新工事を行います。

※補正前　162,500千円　⇒　補正後　247,413千円

3,067
繰入金
(10/10)

○ 20代女性を対象とした、子宮頸がん検診の定着化を図るた
め、市内の大学敷地内にて受診率向上に向けた啓発活動を
行うとともに、検診車を配置し子宮頸がん検診を実施しま
す。

120,506
国
(1/2)

○ 国の内示に伴うもの
高齢者施設等の従事者等に対して、新型コロナウイルスの
感染症患者を早期に発見し、感染拡大の防止及びクラス
ター発生の防止を図るため、検査キットを配布し、1週間に
2回程度の定期的な検査を実施します。

衛生
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

農産園芸用資機材導入支援事
業

〔農業振興課〕
林道等改良事業

〔森林水産課〕
宮崎市自然休養村センター
設備改修事業

〔森林水産課〕
インバウンド回復支援事業

〔観光戦略課〕
オリックス・バファローズ
宮崎キャンプ１０周年記念事
業

〔スポーツランド推進課〕
Ｊリーグトレーニングマッチ
支援事業

〔スポーツランド推進課〕
工業団地適地調査事業

〔企業立地推進課〕
道路管理費

〔道路維持課〕
消防車両維持管理費

〔警防課〕

農林
水産

16,025
県
(10/10)

○ 県の内示に伴うもの
担い手の減少に伴う栽培面積及び生産量の縮小、産地基盤
の弱体化や収益率の低下を防ぐため、作業の省力化や生産
性の向上に質する付帯設備等の導入により、産地の規模拡
大、販売量の確保による有利販売を促進します。

※補正前　52,225千円　⇒　補正後　68,250千円

19,100
県
(3/10以内)
市債

○ 県の内示に伴うもの
適正な森林整備と地域の利便性の向上を図るため、舗装や
区画線等の劣化が進み、安全な通行等に支障を来している
林道を整備します。

＜事業箇所＞
　大谷線(路盤工)
　大谷・上郷良線(路盤工)
　野島・小内海線(路盤工)
　尾平・十九ノ丘線(路側)
　場床線(路盤工)

6,800 市債

○ 安全な温泉施設を提供するため、老朽化している設備の改
修を行います。

＜事業内容＞
　電解次亜水生成装置　1基

14,000

○ 韓国との国際定期便の再開に併せて、インバウンドの集客
力を高め、コロナ禍前の活気を取り戻すため、韓国に向け
た誘客促進施策を実施し、インバウンドの受入体制を整備
します。

＜事業内容＞
・韓国旅行代理店の招聘と商品造成補助
・青島にある看板の改修
・翻訳機の導入

9,000

○ オリックス・バファローズ宮崎キャンプが2024年2月で10周
年を迎えるに当たり、記念イベント等を行うオリックス・
バファローズ宮崎協力会に対し、費用の一部を助成しま
す。

1,650

○ 本市でキャンプを実施しているＪリーグチーム同士の練習
試合を行える体制を整備するため、Ｊリーグ等宮崎協力会
に対し、費用の一部を助成します。

23,000

○ 製造業などの企業が立地できる工業団地を造成するため、
造成及び企業立地に適した地区について調査・選定を行い
ます。

＜事業内容＞
・工業団地適地調査業務委託
・水源調査業務委託

土木 4,160 諸収入

○ 市道上の穴ぼこが原因で発生した事故について、示談締結
予定のため、賠償金支払いに関する所要額を増額します。

※補正前　373,640千円　⇒　補正後　377,800千円

消防 1,375 諸収入

○ 緊急車両と自転車の接触事故について、示談締結予定のた
め、賠償金支払いに関する所要額を増額します。

※補正前　41,500千円　⇒　補正後　42,875千円

商工
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

小学校感染症対策事業
（Ｒ４国補正）

〔企画総務課〕
中学校感染症対策事業
（Ｒ４国補正）

〔企画総務課〕
農地単独災害復旧事業

〔農村整備課〕

【一般会計：債務負担行為】

（追加） （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

クラウド利用型庁内インフラ
整備事業（ＧＷＳ等ライセン
ス使用料）

〔情報政策課〕
新庁舎コンストラクション
マネジメント業務委託

〔新庁舎整備課〕

【特別会計】

（介護保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明事業名

地域支援事業交付金償還金

〔地域包括ケア推進課〕
介護給付費負担金償還金

〔介護保険課〕

教育

51,636
国
(1/2)

○ 国の内示に伴うもの
新型コロナウイルス感染症の影響を最小限に抑えつつ学校
教育活動を継続できるようにするため、小学校において、
換気対策として必要な網戸、サーキュレーター等の換気対
策用品を購入します。また、学校で感染が拡大した場合に
は、消毒液などの消耗品を購入します。

22,940
国
(1/2)

○ 国の内示に伴うもの
新型コロナウイルス感染症の影響を最小限に抑えつつ学校
教育活動を継続できるようにするため、中学校において、
換気対策として必要な網戸、サーキュレーター等の換気対
策用品を購入します。また、学校で感染が拡大した場合に
は、消毒液などの消耗品を購入します。

災害
復旧

28,000
分担金
市債

○ 令和5年6月から7月の間に発生した豪雨で被災した農地及び
農業用施設の早期復旧を図るため、国の補助事業(災害復旧
事業)の対象とならない箇所の復旧工事を行います。

＜負担割合＞
　農　　　地：市 75％、地元25％
　農業用施設：市100％

＜災害箇所：70か所＞
　旧宮崎市域：19か所
　佐土原町域： 4か所
　田　野町域：22か所
　高　岡町域：17か所
　清　武町域： 8か所

※補正前　13,500千円　⇒　補正後　41,500千円

総務

548,657

○ 時間や場所にとらわれずに業務を遂行できる環境を構築
し、働き方改革や生産性の向上を図るため、職員を対象に
クラウド利用型統合オフィスツールを導入します。

＜期間＞　
・令和6年4月～令和10年12月

113,400

○ 基本設計から実施設計までにおける設計の最適化やコスト
管理などの業務を専門性の高いコンストラクションマネジ
メント事業者に委託します。

＜委託期間＞　
・令和6年1月～令和9年3月

122,400 繰越金

○ 令和4年度の国・県費交付金及び社会保険診療報酬支払基金
交付金の受入超過分を償還します。

・地域支援事業交付金(国)　　　　66,154,689円　　　　　　　　　　　
・地域支援事業交付金(県)　　　　35,040,752円
・社会保険診療報酬支払基金　　　21,204,360円

777,316 繰越金

○ 令和4年度の国・県費負担金及び社会保険診療報酬支払基金
交付金の受入超過分を償還します。

・介護給付費負担金(国)　　     349,810,129円
・介護給付費負担金(県)　　  　 404,071,573円
・社会保険診療報酬支払基金　    23,433,769円

-7-



≪総合経済対策関連事業≫

【一般会計】　 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

業務効率化推進事業

〔情報政策課〕
窓口手続デジタル化推進事業

〔子育て支援課〕
子育て世帯生活支援給付金
（市独自分）事業

〔子育て支援課〕
みどり農業応援事業

〔農政企画課〕

　※表中の［左の特定財源］欄の［国(交付金)］は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を示している。

総務 17,704
国
(交付金)

○ クラウドベースでの業務環境の構築を見据え、インター
ネット環境を無線化するため、無線コントローラー及び認
証アプライアンスを導入します。

※補正前　96,181千円　⇒　補正後　113,885千円

民生

13,684
国
(交付金)

○ 児童扶養手当及びひとり親家庭等医療費助成の申請書記入
などに係る申請者の負担軽減や、窓口滞在時間の短縮を図
るため、窓口業務の電子処理化により書かない窓口を実現
します。

572,377
国
(交付金)

○ 食料品や光熱水費などの生活必需品の物価高騰により、厳
しい状況にある子育て世帯の経済的負担を軽減するため、
児童1人当たり1万円を支給します。

＜事業内容＞
・対象者　令和5年9月1日現在、本市に住民登録がある
　　　　　中学生以下の児童

・支給額　児童1人当たり1万円

農林
水産

7,412
国
(交付金)

○ 持続可能な農業を推進するため、学校給食において環境負
荷を低減する栽培技術により生産された農産物(有機農産
物や特別栽培農産物)を使用する際の費用を助成します。
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Ⅱ．円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強化

令和５年度９月補正予算

～物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策～

1事業 7,412千円

・みどり農業応援事業 農政企画課 7,412千円

Ⅲ．「新しい資本主義」の加速 3事業 603,765千円

・業務効率化推進事業 情報政策課 17,704千円

・窓口手続デジタル化推進事業 子育て支援課 13,684千円

・子育て世帯生活支援給付金（市独自分）事業 子育て支援課 572,377千円

物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策 計 4事業 611,177千円

7,412千円

財源

交付金 7,412千円

603,765千円

財源

交付金 598,066千円

一般 5,699千円

※本資料は、令和４年10月28日に閣議決定された「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」との関係
性を示すため、対策の区分毎に呼応する本市の関連事業を記載しています。

Ⅱ．円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強化 1事業

Ⅲ．「新しい資本主義」の加速 3事業

内
訳
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